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このレポートについてのお問い合せは、�
電源開発（株）火力事業部 環境グループまでお願いいたします。�

このレポートには、古紙パルプ配合率１００％でグ

リーン購入法に適合した再生紙を使用しています。

また印刷には、大気汚染の原因となるVOC（揮

発性有機化合物）成分ゼロの「ベジタブルインク」

を用い、印刷工程で有害な廃液が出ない「水な

し方式」を採用しています。�

電源開発（株）は「チーム・マイナス6％」に参加しています。�
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J - P O W E R グ ル ー プ 事 業 概 要

北海道�

沖縄�

東北�

東京�

中部�

北陸�

関西�

四国�

中国�

九州�

�

主要な経営指標�
（J-POWER）�

2000 2001 2002 2003 2004（年度）�
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

営業収益�
営業費用�
経常利益�

474

（億円）�

5,467

4,480

�

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000
（MW）�

東
京�

関
西�

中
部�

九
州�

J-P
O
W
ER

東
北�

中
国�

四
国�

北
陸�

北
海
道�

沖
縄�

J-POWERと10電力会社の設備出力�
（2005年3月末現在）�

原子力�
火力�
水力�

販売電力量�
（J-POWER）�

火力�
水力�

2000 2001 2002 2003 2004（年度）�

（GWh）�

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

11,173

49,344

60,517

（2005年3月末現在）

◆設立（J-POWER） 1952年9月16日

◆従業員数（J-POWER） 2,144人

◆おもな事業

●卸電気事業（J-POWER）

水力発電 59カ所 合計出力855万kW

火力発電（地熱含） 8カ所 合計出力782万kW

託　　送　 総亘長 2,404km

売 電 先 　 　 一般電気事業者10社（各地域の電力会社）

●その他電気事業（J-POWERの子会社・関連会社）

風力発電事業、IPP（独立系発電事業者）による一般電気事業者向け電力卸供給事業、

PPS（特定規模電気事業者）向け電力卸供給事業

●電力周辺関連事業（J-POWERの子会社・関連会社）

電力設備の設計・施工・保守、発電用燃料の供給

●多角化事業（J-POWERの関連会社）

海外における発電投資事業、国内での廃棄物発電など新たな電力事業ほか

◆売上高（連結） 594,375百万円

うち電力料・託送料 546,209百万円

水力発電所�
火力発電所（地熱含）�
風力発電所�
IPP（契約最大電力）�
PPS向け�
リサイクル発電所�

送電線（亘長）　　　�
変電所（変換所含）�
研究所等�
他社変電所等�

水力発電所�
火力発電所�
原子力発電所�
風力発電所�
PPS向け�
送電線�

（計画中、建設中）�

設備概要�
�
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●本レポートは、2004年「J-POWERグループ環境経営ビジョン基本方針」を制
定し、2005年「アクションプログラム」を策定したことにより、環境経営の取り
組みをより明確にするため、『環境経営レポート』に改題しました。

●「環境編」では「J-POWERグループ環境経営ビジョン基本方針」に基づく環境
経営の取り組みを、「社会編」では企業理念に基づき、コンプライアンス、社会
貢献活動、社員への配慮などについて掲載しています。

●会社の事業活動と環境［INPUT、事業活動、OUTPUT］の数値ならびに定量
目標に対する2004年度実績（P.17-18）について、（株）新日本環境品質研究所
による審査を受けました。この結果をP.72に掲載しています。

●本文中、aがついている用語は、P.80～82で解説しています。

●2004年度は本レポートのダイジェスト版を発行しましたが、2005年度は、当社
の環境への取り組みをわかりやすく読めるように紹介した冊子を作成しました。

●本レポートは、当社ホームページ「2005 環境経営レポート」に掲載します
（2005年9月予定）。

編 集 方 針

［対象期間］

2004年4月～2005年3月（一部は2005年4月以降のものも掲載）

［対象範囲］

当社およびJ-POWERグループ会社（原則として財務連結する子会社）

グループ会社分を含む場合は、当該個所にその旨を記載

［参考にしたガイドライン］

環境省『環境報告書ガイドライン（2003年度版）』

GRI（Global Reporting Initiative）『持続可能性報告ガイドライン2002』

［報告書発行履歴］

1998年～

［次回発行予定日］

2006年8月（予定）

目 次
J-POWERグループ事業概要1 企業理念4トップメッセージ3

将来見通しに関する注意事項
本誌に掲載されている計画、戦略、見込みなどは、現在入手可能な情報に基づく当社の判断により作成されております。
したがって、今後生ずるさまざまな要素の変化により異なる結果になり得る可能性があります。
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代表取締役社長

2005年9月

地球および地域レベルで
エネルギーと環境との共生をはかり、
企業としての社会的責任を全うします。

2004年10月、J-POWERは東京証券取引所第一

部への上場を果たし、7年余りに及んだ民営化プロ

セスの最終目標を達成しました。J-POWERは、時

代の要請に応え、人々の暮らしと経済活動に不可欠

な電力・エネルギーを不断に提供することを使命と

してまいりましたが、民営化を機にコア事業である卸

電気事業の基盤を強化しつつ、国内外への事業フィ

ールドの拡大をめざして努力を続けております。

この間、電力・エネルギー分野に関わる国内外の

経済・社会情勢には大きな変化が生じておりますが、

特に2004年から2005年の動きには顕著なものがあ

りました。国内においては、2003年に改正された電

気事業法に基づき、電力系統の公平・透明な運用を

支援する中立機関や、電力取引に市場原理を導入

する卸電力取引所が本格業務を開始しました。国際

的には、ロシアの批准によって京都議定書が発効し、

各国の地球温暖化問題に対する取り組みがその具

体的成果を問われる段階となりました。また、アジア

をはじめとする経済発展の著しい国におけるエネル

ギー需要の増大が、世界のエネルギー経済および環

境に与える影響が懸念される状況になっております。

こうした状況の下で、われわれJ-POWERグループ

は日本と世界の持続可能な発展に貢献するという企

業理念に基づき、地球および地域レベルで環境との

共生をはかりながら電力・エネルギーを提供するとい

う「環境経営」の基本的姿勢を一層徹底することが

必要と考えております。また、民営化・株式上場によ

り、多くの新たな株主をお迎えしたことを契機として、

株主、顧客、地域、従業員といった多くの関係者の

声に耳を傾け、企業としての社会的責任を全うする

ことをJ-POWERグループの企業活動の基本に据え

てまいります。

こうした考えに基づき、本レポートの策定にあたっ

てJ-POWERグループの企業理念を踏まえた「環境

経営」の意義を改めて明確にすることとし、「J-

POWERグループ環境経営ビジョン」の基本方針に

基づき、重要な取り組み課題に関する目標と達成手

段を示したアクションプログラムを策定するとともに、

本レポートの名称も『2005 環境経営レポート』とい

たしました。また、具体的成果を中心にJ-POWERグ

ループの環境経営の取り組みをさまざまな側面から

ご紹介することをめざしております。

どうか、このレポートが環境経営を進めるにあたっ

て社会の皆様とのコミュニケーション拡大の一助と

なりますよう、一人でも多くの皆様にご覧いただき、

併せて忌憚のないご意見をいただければ幸いに存じ

ます。

トッ プメッ セ ー ジ 　
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社会的取り組み�

●誠実な企業運営による�

　信頼の獲得�

�

●地域社会との共生�

�

●従業員の能力向上と�

　さきがけの精神�

�

●社員の個性と�

　意欲を引き出すための�

　環境づくり�

・社会の信頼�
・企業の責任�

環境経営の取り組み�
�

基本方針�

●基本姿勢：�

�

�

�

●地球環境問題への取り組み�

●地域環境問題への取り組み�

●透明性・信頼性への取り組み�

アクションプログラム�

コーポレート目標：グループ全体で取り組むもの�

セグメント目標：各事業部門・各社が自ら設定し取り組むもの�

環境行動指針：当該年度における取り組み課題を示すもの�

エネルギー供給に携わる企業として環境との調和を図りながら、人

々の暮らしと経済活動に欠くことの出来ないエネルギーを不断に

提供することにより、日本と世界の持続可能な発展に貢献します。�

J-POWERグループ環境経営ビジョン� 企業理念の具体化�

・エネルギーと�
環境の共生�

わたしたちは
人々の求めるエネルギーを不断に提供し、日本と世界の持続可能な発展に貢献する

誠実と誇りを、すべての企業活動の原点とする

環境との調和をはかり、地域の信頼に生きる

利益を成長の源泉とし、その成果を社会と共に分かち合う

自らをつねに磨き、知恵と技術のさきがけとなる

豊かな個性と情熱をひとつにし、明日に挑戦する

企 業 理 念

企業理念


